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第４章 復興事前準備の取組事例 

１ 事例一覧 

本事例集では、令和３年度までの復興事前準備の取組から、第３章で整理したパターンや自治体の規模、被害想定等も考慮して一覧表に示す事例を選定し整理している。 

 

表 復興事前準備の取組事例 一覧表 1/2 

 

  

人口
地域防災計

画

市町村
マスタープ
ラン

津波防災地
域づくり推
進計画

立地適正化
計画

(防災指針)

国土強靭化
地域計画

防災都市
づくり計画

事前復興に
関する計画

市町村 都道府県 頁
令和3年
1月1日

建物被
災率3
割
以上

建物被
災率3
割
未満

建物被
災率1
割
未満

浸水深
２m以
上

浸水深
２m未満

浸水深
は
不明

浸水深
２m以
上

浸水深
２m未
満

浸水深
は
不明

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （７）

いわき市 福島県 44
・地域防災計画の改定にあわせて体制、目標を位置づけ。体制では「復
興本部」の設置を明記し、市民や学識経験者との関わりについても記
載。

①④ ② 318,490 ● ● ● ● ● ●

守谷市 茨城県 47
・地域防災計画を補完し、復興手順や担当課を明確化するため、復興
手順のマニュアルを新規に策定。

② 69,392 ● ● ● ● ● ●

さいたま市 埼玉県 49
・防災都市づくり計画において、訓練、基礎データを体系的に位置づ
け。継続的に災害リスクをモニタリング。

①、③ ④ 1,324,589 ● ● ● ● ●

市川市 千葉県 53
・復興時の業務における復旧・復興プロセスを担当課.と合わせて明確
化するため、震災復興マニュアルを新規に策定。体制、手順、基礎デー
タを体系的に整理。

② ② ④ 491,764 ● ● ● ● ● ● ●

葛飾区 東京都 58

・大規模地震災害を踏まえた関連法令の改正や関連計画の改定を受
け、都市・住宅分野の復興手順を定めるマニュアルを改定。
また、平成16年度より住民参加の復興訓練を継続的に実施し、地区復
興まちづくり計画を検討。

②、③ ②、③ ①、③ ④
②（都市マス
にて）

463,691 ● ● ● ● ● ● ●

豊島区 東京都 66
・市町村マスタープランの改訂にあわせて復興目標として、区全域の復
興方針、復興パターンのゾーニング区分を作成。また住民参加による
復興訓練を通じて復興まちづくりの目標を作成。

② ② ①、③ ④ ② 287,300 ● ● ● ● ● ● ●

江戸川区 東京都 70
・地域防災計画、市町村マスタープランに復興体制や復興手順を具体
的に位置づけ。市町村マスタープランでは、区全域の「都市復興の基本
方針（復興パターン）」を明記。

② ②、③ ①、② ① ② 696,123 ● ● ● ● ● ● ● ●

足立区 東京都 75
・市町村マスタープランの分野別計画の中で、住民参加による復興訓
練による復興まちづくり目標の作成を位置づけ。

②、④ 691,002 ● ● ●

● 津波は河川敷

の一部のみで建物

被害はなしと想定

されている。

● ● ● ●

厚木市 神奈川県 78
・立地適正化計画(防災指針)で災害リスク等の現況・課題（基礎デー
タ）を整理。その上で、今後策定する防災都市づくり計画に、復興体制
と復興手順、復興目標の位置づけを予定。

② ③ ④ ① 223,710 ● ● ● ● ● ● ●

富士市 静岡県 81
・復興事前準備の総合的な計画となる事前都市復興計画を新規に策
定。住民参加による復興まちづくり訓練を通じて、復興まちづくりの進
め方等を検討。

①、④ ③ ②、④ ④ ② 252,243 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

伊豆市 静岡県 84
・国土強靭化地域計画の策定にあわせて、津波被災が想定される地区
を対象とした地区復興まちづくり計画案を作成。

④ ② 29,784 ● ● ● ● ● ● ● ●

下田市 静岡県 86
・国土強靭化地域計画の策定にあわせて、基礎データを分析し、被災後
の課題を整理。加えて事前復興計画の策定による復興事前準備の推
進を位置付け。

④ ① 20,898 ● ● ● ● ● ● ● ●

浜松市 静岡県 93
・津波防災地域づくり推進計画に、復興体制や目標(震災復興計画の策
定に関する内容)を位置付け。

① ① 799,966 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

岡崎市 愛知県 97
・地域強靭化計画や防災都市づくり計画の策定にあわせて、基礎デー
タの整理による復興課題地区を抽出。庁内の各種計画での復興事前
準備の位置づけが高まりつつある。

① ① ③、④ ① 386,252 ● ● ● ● ●

田原市 愛知県 100

・津波防災地域づくり推進計画の策定にあわせて被災想定(基礎デー
タの整理)や復興課題の整理、事前復興計画の策定の位置づけを実
施。市町村マスタープランの改定と合わせて復興目標の検討結果を、
具体的な施策の内容まで位置づけ。

① ① 60,895 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

知多市 愛知県 104
・立地適正化計画の防災指針の作成にあわせて、被災後の現状・課題
(基礎データの整理)を位置づけ。（※想定される災害タイプ・地震は地
域防災計画）

④ 85,302 ● ● ● ● ● ●

掲載する事例 掲載事例の参考ポイント

復興事前準備の取組内容
本編31頁から40頁での該当する番号の整理　注１

事例自治体の人口規模類型
災害発生に関する地域指定 想定される災害タイプ　注２ 事例で紹介する計画(●)

事例自治体での想定される災害の状況
復興事前準備の
進め方タイプ

掲載事例での復興事前準備を位置づけた計画体系の該当タイプ

町村体制 手順 訓練
基礎データ
の分析

目標
指定
都市

中核市 特例市
その他
の市

特別区

首都直下地
震緊急対策
区域指定市
区町村

南海トラフ
地震防災対
策推進地域

南海トラフ
地震津波避
難対策特別
強化地域

その他

地震 津波 水害
法定計画
の
活用
タイプ

事前復興
に関する
計画策定
タイプ

注１）復興事前準備の取組内容は、本編 31 頁から 40 頁での該当する番号をもとに記載している。後述で紹介する事例では、自治体での取組の全てではなく、一部を紹介している。 

注２）想定される災害タイプ：掲載している計画で想定している災害とは異なる場合がある。（例 本事例集に掲載している事前防災計画では地震を想定しているが、掲載していない地域防災計画では津波を想定している等） 

建物被災率：令和３年度取組状況調査での建物被害（全壊建物棟数）÷RESAS 地域経済分析システム（内閣府）での建物棟数より算定 
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表 復興事前準備の取組事例 一覧表 2/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口
地域防災計

画

市町村
マスタープ
ラン

津波防災地
域づくり推
進計画

立地適正化
計画

(防災指針)

国土強靭化
地域計画

防災都市
づくり計画

事前復興に
関する計画

市町村 都道府県 頁
令和3年
1月1日

建物被
災率3
割
以上

建物被
災率3
割
未満

建物被
災率1
割
未満

浸水深
２m以
上

浸水深
２m未満

浸水深
は
不明

浸水深
２m以
上

浸水深
２m未
満

浸水深
は
不明

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （７）

京都市 京都府 106 ・職員の復興訓練（オンライン）の実施。 ① 1,400,720 ● ● ● ●

佐用町 兵庫県 108
・地域防災計画の改定にあわせて、豪雨災害での経験を踏まえて体
制、目標(復興計画の構成)を反映した事例。

② ① 16,294 ● ● ● ● ●

太地町 和歌山県 111
・市町村マスタープランの改定と事前復興計画の策定をあわせて実施
し、復興まちづくりの行政の考え方を、高台移転等の事業を見据えて
位置づけ。

①、④ 3,005 ● ● ● ● ● ● ● ●
※

市町村マスター
プランに反映

美浜町 和歌山県 113
・和歌山県ガイドラインに則りながら町全域における被災後の復興目
標(計画人口、事業手法等)を整理した事前復興計画を策定し、地域防
災計画にその内容を反映。

①、④ 6,949 ● ● ● ● ● ● ● ●
※

地域防災計画に
反映

南部町 鳥取県 118
・地域防災計画の改定の際に、鳥取西部地震の復興における課題を
庁内職員が総括整理した上で体制、手順、目標を位置づけ。

① ① ① 10,601 ● ● ● ● ●

美波町 徳島県 122
・事前復興に関する総合的な計画を住民参加のもと策定。被災前から
住民を中心に高台移転地を検討する等の取組を大学の協力も得なが
ら実施。

④ ①、⑤ 6,434 ● ● ● ● ● ● ●

海陽町 徳島県 126 ・事前復興に関する計画を新規に策定中。 ① 8,975 ● ● ● ● ● ● ●

高知市 高知県 128
・地区レベルでの住民主体での検討により高台移転の検討等の内容
を含む事前復興計画を作成し、地区防災計画として地域防災計画に
位置付け。

② ④ ① 325,218 ● ● ● ● ● ● ●

香南市 高知県 132

・高知県が実施する復興訓練、大学との勉強会への参加により復興事
前準備の必要性を認識し、復興事前準備の内容を総合的に含む事前
復興計画を新規に策定。その後も庁内職員の訓練の実施等、継続的
に復興事前準備に取り組んでいる。

① ① ① 33,193 ● ● ● ● ● ● ●

基山町 佐賀県 141
立地適正化計画の防災指針の作成の際に、水害を想定し被災想定や
復興課題を抽出。

④ 17,457 ● ● ● ● ●

日向市 宮崎県 143
立地適正化計画の防災指針の作成時に被災時の課題を抽出。具体の
事業につながる集団移転や宅地嵩上げ等の検討を位置付け。

④ ① 60,570 ● ● ● ● ● ● ●

水害
法定計画
の
活用
タイプ

事前復興
に関する
計画策定
タイプ

特別区

首都直下地
震緊急対策
区域指定市
区町村

南海トラフ
地震防災対
策推進地域

南海トラフ
地震津波避
難対策特別
強化地域

その他

地震 津波

指定
都市

中核市 特例市
その他
の市

災害発生に関する地域指定 想定される災害タイプ　注２ 事例で紹介する計画(●)

事例自治体での想定される災害の状況
復興事前準備の
進め方タイプ

掲載事例での復興事前準備を位置づけた計画体系の該当タイプ

掲載する事例 掲載事例の参考ポイント

復興事前準備の取組内容
本編31頁から40頁での該当する番号の整理　注１

事例自治体の人口規模類型

町村体制 手順 訓練
基礎データ
の分析

目標

注１）復興事前準備の取組内容は、本編 31 頁から 40 頁での該当する番号をもとに記載している。後述で紹介する事例では、自治体での取組の全てではなく、一部を紹介している。 

注２）想定される災害タイプ：掲載している計画で想定している災害とは異なる場合がある。（例 本事例集に掲載している事前防災計画では地震を想定しているが、掲載していない地域防災計画では津波を想定している等） 

建物被災率：令和３年度取組状況調査での建物被害（全壊建物棟数）÷RESAS 地域経済分析システム（内閣府）での建物棟数より算定 
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２ 事例 
 

本事例集では、下記の事例を収集し、人口規模、復興事前準備の位置づけ方、想定される災害、

復興事前準備の５つの項目（体制、手順、訓練、基礎データ、目標等）のうち、どの項目に該当

しているかについて紹介している。 

 

○令和３年度の自治体実施状況調査において復興事前準備に取組んでいる事例 

○既に「ガイドライン」において紹介されているが引き続き記載することが望ましい事例 

 

記載に際しては、下記の７つの計画の記載内容を紹介している。 

 

１．法定計画の活用タイプ 

(１)  地域防災計画 

(２)  市町村マスタープラン 

(３)  津波防災地域づくり推進計画 

(４)  立地適正化計画(防災指針) 

(５)  国土強靭化地域計画 

(６)  防災都市づくり計画 

２．事前復興に関する計画策定タイプ 

(１)  事前復興に関する計画 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

 

 

 

  

自治体名 福島県いわき市  

窓口連絡先 都市建設部都市計画課    
0246-22-7511 

人口 318,490 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 ☑中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

☑地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ １ ２ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組
んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 

 

復興事前準備に取組
んだ「きっかけ」 

・ 河川が氾濫寸前になるなど、災害リスクを再認識する事態があった 

 

復興準備を進める
「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
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１－（１）地域防災計画 

（福島県）いわき市地域防災計画（令和３年４月修正） 

復興体制 

■災害復興推進体制の検討 

○市の災害復興推進体制 
・ 甚大な被害を受けた災害からの復興事業を実施するうえで、市民生活及び都市

の復興を総合的な視点に立って的確かつ迅速に進めるために、通常の行政組織
と合わせて、組織横断的な臨時組織の設置も求められる。 

・ 甚大な被害により復興に相当の期間を要すると考えられる場合には、市長は、
すみやかに復興本部会議を招集し、災害復興推進体制の検討を行う。 

・ 災害復興推進体制は、全庁を挙げて関係機関・団体との連携を図りながら、復
興への取組を推進できる組織体制とする。  

・ 応急対策から復旧、復興へは、質的な変化を伴いつつ断続的に進行するもので
あるため、災害復興は、災害対策本部が所掌する応急的な事務事業のうち、震
災復興にも関係し、大きな影響を与えるものについて、災害対策本部と連携・
連絡を密に取りながら進めていくこととなる。  

・ また、災害復興計画の作成に際しては、被災市街地復興特別措置法を十分踏ま
えることとする。 

 

○市や市民、学識経験者などによる復旧・復興計画の検討・推進組織の設置 
・ 被災後の具体の復旧・復興計画の策定や、復興の取組を進めるにあたって、そ

の過程における様々な検討には、市だけでなく、市民や市域内の事業所、学識
経験者など幅広い参加者からなる検討・推進組織を設置し、協議・検討を行
う。  

・ なお、復興の取組みを進める上で、要配慮者や女性などの視点が重要であるこ
とから、同組織の委員として要配慮者や女性が参画できるよう十分配慮する。 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

地域防災計画の改定にあわせて体制、目標を位置づけ。体制では「復興本部」の設置を明記

し、市民や学識経験者との関わりについても記載。 
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目標等 

■復興の基本的な考え方 
・ 復興に際しては、災害に強い安全なまちづくりに努めるとともに、誰もが安心

して暮らせるよう、雇用、保健、医療、福祉などの施策を総合的かつ計画的に
進めることが重要である。 

・ 市では、被災者の生活再建や社会基盤の再生・強化など５つの柱として取り組
む。 

・ 以下、東日本大震災発生後に策定した「市復興事業計画」の体系を示す。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 茨城県守谷市 

窓口連絡先 都市整備部都市計画課   
0297-45-1111 

人口 69,392 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 ☑その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
□法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン ☑【守谷市災害時行動マニュアル】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ ３ ３ ３ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 

 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 庁内で取組を主導する担当課や担当者が明確にされたこと 

 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
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２－（１）事前復興に関する計画 

（茨城県）守谷市災害時行動マニュアル(令和３年３月)  

復興手順 

■概要 
・ 本マニュアルは、守谷市地域防災計画（地震災害対策編）の第４章災害応急対

策計画及び第５章災害復旧・復興計画までの実施業務について、具体的な実施
手順を示すものである。 

 

【特徴・参考となるポイント】 

地域防災計画を補完し、復興手順や担当課を明確化するため、復興手順のマニュアルを新規

に策定。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 埼玉県さいたま市 

窓口連絡先 都市総務課    
048-829-1394 

人口 1,324,589 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 ☑指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

☑防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

２ ２ １ １ ３ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 

 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復興事前準備の取組として、行政職員を中心に、生活者の視点と行政の視点
の双方から都市復興を考える復興イメージトレーニングを継続的に実施し、
職員の災害に対する対応能力向上や復興についてのノウハウの蓄積を図るこ
とができた 
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１－（６）防災都市づくり計画 

（埼玉県）さいたま市防災都市づくり計画（平成 29年） 
さいたま市防災まちづくり方針作成の手引き 

計画の概要 

■計画策定の視点 
・ これまでの防災対策は、災害が発生する前の取組に重点を置いていたが、近年

の大震災の教訓を踏まえると、被害を完全に防ぐことが困難であることから、
万一被災した場合を想定して、速やかに復旧し、円滑に復興するための対策も
平時から進めておくことが重要である。このため、「防災都市づくり計画」の
策定にあたり事前・復旧・復興という３つの視点から、基本方針及び具体施策
を設定した。 

 

■防災都市づくり計画の基本方針 
・ 「方針４」に「被害を受けても円滑に復興するための備えを進める方針」を位

置づけている。 

 
 
 

【特徴・参考となるポイント】 

防災都市づくり計画において、訓練、基礎データを体系的に位置づけている。継続的に災害

リスクをモニタリングしている。 






























































































